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１．はじめに 

1.1．背景 

 2020 年初頭からの新型コロナウイルス感染症

（COVID-19）の世界的な感染拡大にともない，人々

の移動状況は大きく制限されるようになっている．

都市や国単位で厳格な外出規制を行った国々もある

一方で，日本における外出や移動の制限は罰則をと

もなうものではなく，“不要不急”の外出や旅行，帰

省などの移動を控える要請が緊急事態宣言などを通

して行われてきており，あくまで“自粛”を求める

ものとなっている． 

 このような不要不急の外出を控えることの呼びか

けは，COVID-19 の感染拡大期に限ったものではな

く，大規模な被害が予想される台風接近時や悪天候

の予想時にも行われてきた．例えば国土交通省は，

「大雪に対する国土交通省緊急発表」として，大雪

が予想される際に，不要不急の外出を控えるように

呼び掛けており（国土交通省，2017），2018 年には 1

月に 2 回，2 月に 1 回発表されている．一方，こう

した不要不急の外出自粛の呼びかけだけでなく，交

通機関が事前に計画的に運休することで，さらなる

移動の減少が生じてきた．例えば JR 西日本は，2014

年 10 月の台風 19 号接近時に，上陸前日の 10 月 12

日に京阪神地区で広域的に 13 日の運転を予告のう

え運休する措置をとった（日本経済新聞，2014）．以

降は，計画運休という形で 2019 年の台風 19 号接近

時などに JR 東日本でも実施されてきた． 

 このように，大規模災害が予想される状況や感染

症対策のために緊急的な対応が必要となった状況に

おいて，政府や地方自治体などによる不要不急の外

出や移動を控えるような呼びかけや，交通機関の運

行に制限がかけられることで，人々の移動状況は大

きく変化するものと考えられる． 

 このような人々の移動状況の変化を把握すること

ができるデータはそれほど多くはない．国勢調査の

従業地・通学地集計では，調査時点での日常的な通

勤・通学行動しか把握できず，パーソントリップ調

査も調査時期の平日と休日の状況が把握できるのみ

で，特定の日時に関するデータではない．パーソン

トリップ調査をもとに，東京大学空間情報科学研究

センターが提供する人の流れデータは，時間的な分

解能は高いものの，やはり特定の日時の状況を示す
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ものではない．一方，COVID-19 の感染拡大ととも

に，外出の自粛が求められたことから，携帯電話の

位置情報に基づく主要な地区別の滞在者数の変化に

関するデータが，政府や地方自治体，報道機関など

に提供されるようになった．これらのデータのなか

には，地方自治体や報道機関などへの無償での提供

を行っているものもあるものの，研究者が自由に利

用できるデータは管見の限りみられない．携帯電話

の位置情報に基づくデータは，時間的にも空間的に

も分解能が高く，人の移動状況の変化を把握する目

的においては最適であるものの，多くの研究者に利

用できる状況ではない． 

1.2．目的と方法 

 本研究では，研究者が自由に入手でき，ある程度

の地理的な網羅性を持った位置情報付き Twitter デ

ータに注目し，これをもとにした人々の移動状況に

関する時系列的なデータの妥当性の検証を目的とす

る．Twitter データは，Twitter 社が提供する API を通

して無償で入手することができ，様々な研究に活用

されてきている（桐村，2019）．当然のことながら，

Twitter データから把握できる人々の移動状況は，

Twitter ユーザーに限られており，また，API を通し

て入手できるデータはすべての Twitter データでは

ないことから断片的なものとならざるを得ず，携帯

電話の位置情報ほどの時間的，空間的な分解能は高

くはない．しかし，時間スケールについては日単位

で，空間スケールについては都道府県や市区町村程

度の空間単位とすれば，移動状況のおおよその把握

は可能と考えられる． 

 本研究では，Twitter データから Twitter ユーザー

の移動状況を把握するために，1 日のうちに 2 回以

上のツイート（投稿）を行っている Twitter ユーザー

を対象として，市区町村ごとに，ツイートしたこと

があるすべてのユーザー数に対する当該市区町村内

のみでツイートしたことがあるユーザー数の比率を

算出し，市区町村内移動ユーザー率として利用する．

この指標は桐村（2020）でも用いられており，

COVID-19 への対応と関連した時系列変化が整理さ

れている．指標の詳細については次章で解説する．

そして，人々の移動状況に関する時系列データとし

ての妥当性の検証のために，全国，都道府県，三大

都市圏の単位で算出された市区町村内移動ユーザー

率の推移と，大規模災害や COVID-19 にともなう外

出自粛，大型連休などの人々の移動状況に大きな影

響を与える各種事象との時系列的な対応関係を確認

する． 

 日常的な通勤流動や買い物行動に関するデータと

は異なり，人々の移動状況に関する時系列データは，

これまでにほとんどない．移動状況の把握に位置情

報付き Twitter データを利用することができれば，移

動に制約がかかる大規模災害時の状況のほか，正月

や盆の帰省のような特定の時期における人々の動き

を定量的に知ることができるようになる． 

1.3．データ 

 本研究では，筆者が 2018 年 1 月 1 日から 2020 年

8 月 23 日までに収集した，日本国内の位置情報付き

Twitter データを利用する．2012 年 2 月以降のデータ

も利用できるものの，今回の分析が検証目的である

ことと，2015 年 4 月に位置情報の特性が大きく変化

したこと（桐村，2019）を考慮して，大きな被害が

生じた地震や台風を含む，2018 年以降を分析対象と

する． 

 位置情報付き Twitter データに付与されている位

置情報は，主に市区町村などの行政単位と POI であ

り，行政単位の位置情報が付与されている Twitter デ

ータのほうが多くなっている．行政単位のデータの

うちの大部分は市区町村単位であり，ここでは，日

本の市区町村単位の位置情報をもつ Twitter データ

のみを用いる． 

 市区町村単位の Twitter データの収集件数の推移

は図 1 のとおりである．分析対象期間を通じて，お

おむね 20 万件前後で推移しているが，若干の減少

傾向にある．また，各年の 1 月 1 日と 2019 年 10 月

12 日は 30 万件前後にまで増加している．一方，2018

年 5 月 22 日～24 日の 3 日間には大きく減少してい

る．原因については不明であるものの，この時期に

Twitter 社が API の仕様変更を行っており，それにと

もなうものである可能性がある．また，同様に原因

不明ではあるものの，2019 年 3 月 10 日前後を中心

に，2019 年 3 月中にもある程度の減少がみられる．
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これらの期間については，市区町村内移動ユーザー

率の分析において注意深く観察する必要がある． 

 

２．市区町村内移動ユーザー率 

2.1．算出方法 

 市区町村内移動ユーザー率の基本的な定義は，あ

る 1 日において，1 つの市区町村内でのみツイート

している Twitter ユーザーの数を，その市区町村内で

その日にツイートしたことがある Twitter ユーザー

の総数で割ったものである．ただし，1 件しかツイ

ートしていない Twitter ユーザーが多いと，市区町村

内移動ユーザー率が高くなってしまうため，分析に

用いる位置情報付き Twitter データのうちで，1 日の

投稿件数が 2 件以上の Twitter ユーザーのみを分析

対象とする．市区町村内移動ユーザー率は，都道府

県を含めた複数の市区町村で構成される空間単位で

算出することもできる．この場合，分子については

空間単位ごとに市区町村ごとの値を合算することで

算出され，分母については当該空間単位においてそ

の日にツイートしたことがある Twitter ユーザーの

数を算出することで，その空間単位における市区町

村内移動ユーザー率を求めることができる． 

2.2．値の推移と社会全体の動きとの対応関係 

 Twitterユーザーの移動は，通勤や通学だけでなく，

様々な理由によって行われており，市区町村内移動

ユーザー率は彼らの行動の結果が表現されたもので

ある．市区町村内移動ユーザー率の分析の前に，こ

の値が Twitter ユーザーだけにみられるものなのか，

あるいは社会全体にもある程度一般化することがで

きるのかを明らかにするために，対応関係をもつと

考えられる統計データと比較する． 

 行動目的を限定しない，人々の移動全般に関する

統計データは管見の限りみられないが，通勤や通学

目的に限定すれば，国勢調査の従業地・通学地に関

する集計結果を活用できる．そこで，国勢調査の従

業地・通学地に関する集計結果から，15 歳以上人口

に占める常住市区町村内での従業・通学者の比率を

都道府県単位で求め，この比率と 2018 年 10 月 1 日

（月）時点の都道府県別の市区町村内移動ユーザー

率とを比較する． 

 図 2 からは，15 歳以上人口に占める常住市区町村

内従業・通学者比率と市区町村内移動ユーザー率が

一定の正の相関関係にあることがわかる．市区町村

をまたぐ通勤・通学が活発な東京都や大阪府などの

 

図 1 市区町村単位の Twitter データ収集件数の推移 
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大都市圏を含む都道府県ほど低く，秋田県や鹿児島

県，島根県のような大都市圏と重ならない都道府県

ほど高くなっている．したがって，市区町村内移動

ユーザー率は，社会全体の人々の日常的な動きであ

る通勤・通学の状況と一定程度の対応関係があると

いえる． 

 一方で，日本全国における市区町村内移動ユーザ

ー率の推移をみると（図 3），データ収集件数が極端

に少なかった 2018 年 5 月 22 日～24 日の間について

は，市区町村内移動ユーザー率が大幅に上昇してい

ることがわかる．少なくともこの期間については，

Twitterユーザーの移動状況を適切に表しているとは

言い難く，以下では「データ欠損期」として取り扱

う．また，2019 年 3 月については，データ件数の減

 

図 2 都道府県別の 15 歳以上人口に占める常住市区町村内従業・通学者比率と市区町村内移動ユーザー率 

 

図 3 日本全国における市区町村内移動ユーザー率の推移 
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少がそれほど顕著ではないこともあり，市区町村内

移動ユーザー率の推移からは大きな変化は観察でき

ないため，一定の精度を有するものと判断できる． 

 

３．各種事象との対応関係 

3.1．対象とする事象と都道府県 

 対応関係の検討対象とする各種事象のうち，自然

災害については，気象庁のウェブサイトで公表され

ている「災害をもたらした気象事例」ページに掲載

されている災害と，同じく気象庁による「災害時自

然現象報告書」に掲載されている災害のうち，台風，

大雨，豪雨，地震とする（表 1）．また，休暇・行楽

期については，正月三が日（1 月 1 日～3 日），ゴー

ルデンウィーク（4 月 29 日～5 月 5 日），盆（8 月 13

日～16 日）を基本として，それぞれの年の土曜日と

日曜日の配置を考慮して，表 2 のように期間を設定

する． 

 市区町村内移動ユーザー率の推移を，すべての都

道府県について確認することは，紙幅の都合上，困

難であり，それぞれの事象に関連して，顕著な特徴

が表れている北海道，千葉県，大阪府，岡山県のみ

に注目する． 

3.2．北海道 

 北海道では，2018 年 9 月 6 日に平成 30 年北海道

胆振東部地震が発生している．地震発生日には，市

区町村内移動ユーザー率が大きく上昇しており，そ

の後も数日間，高い値を示している（図 4）．大規模

な停電をはじめとした地震の影響が続き，Twitter ユ

ーザーの移動が低調になったものと考えられる．そ

のほかの災害については，2019 年 10 月の台風第 19

号を含めて，それほど大きな変化を示している災害

は観察できない．一方，2019 年までの休暇・行楽期

には，市区町村内移動ユーザー率が大きく低下する

傾向にあり，Twitter ユーザーの移動が活発になって

いる．また，休日である休暇・行楽期に限らず，8 月

には市区町村内移動ユーザー率が全体的に低下する

傾向がみられ，観光などによる人々の活発な動きが

反映されているものと考えられる． 

 COVID-19 の感染拡大が進んだ 2020 年について

は，北海道では道独自の緊急事態宣言が出されるな

ど，3 月から 5 月にかけて市区町村内移動ユーザー

率が大きく上昇している．7 月以降は，例年に近い

程度まで市区町村内移動ユーザー率が低下している． 

3.3．千葉県 

表 1 分析対象とする事象（自然災害） 

 
※気象庁の資料より作成． 

 

表 2 分析対象とする事象（休暇・行楽期） 

 

時期 名称等 種類 主な被害地域
2018/6/18 平成30年6⽉18⽇⼤阪府北部の地震 地震 ⼤阪府など

2018/6/28〜7/8 平成30年7⽉豪⾬ 豪⾬・⼤⾬ ⻄⽇本を中⼼とした広い範囲
2018/9/3〜9/5 台⾵第21号 台⾵ 近畿地⽅，四国地⽅など
2018/9/6 平成30年北海道胆振東部地震 地震 北海道

2018/9/28〜10/1 台⾵第24号 台⾵ 南⻄諸島，⻄⽇本・東⽇本の太平洋側
2019/6/28〜7/5 （梅⾬前線） 豪⾬・⼤⾬ 九州地⽅など
2019/8/13〜8/16 台⾵第10号 台⾵ 東海地⽅，近畿地⽅，中国地⽅，四国地⽅など
2019/8/26〜8/29 （前線） 豪⾬・⼤⾬ 九州地⽅北部など
2019/9/8〜9/9 令和元年房総半島台⾵（台⾵第15号） 台⾵ 千葉県など

2019/10/10〜10/13 令和元年東⽇本台⾵（台⾵第19号） 台⾵ 静岡県，関東地⽅，甲信越地⽅，福島県，宮城県など
2019/10/24〜10/26 （低気圧） 豪⾬・⼤⾬ 千葉県，福島県など
2020/7/3〜7/31 令和2年7⽉豪⾬ 豪⾬・⼤⾬ ⻄⽇本から東⽇本，東北地⽅など

年 正⽉三が⽇ ゴールデンウィーク 盆
2018 1/1〜1/3 4/29〜5/6 8/11〜8/16
2019 1/1〜1/3 4/27〜5/6 8/10〜8/18
2020 1/1〜1/5 4/29〜5/6 8/13〜8/16
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 千葉県では，2018 年 9 月～10 月の台風第 24 号と

2019 年 10 月の令和元年東日本台風の際に市区町村

内移動ユーザー率が大きく上昇している（図 5）．特

に，2019 年の東日本台風の市区町村内移動ユーザー

率は顕著に高く，COVID-19 感染拡大による緊急事

態宣言下の 5 月のピークよりも高くなっている．一

方，千葉県で被害が大きかった 2019 年 9 月の令和

元年房総半島台風時には一定の値の上昇はみられた

 

図 4 北海道における市区町村内移動ユーザー率の推移 

 

図 5 千葉県における市区町村内移動ユーザー率の推移 
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ものの，東日本台風ほどではなかった．豪雨・大雨

については，2019 年 6 月～7 月の梅雨前線による豪

雨・大雨の際に若干の上昇が確認できるが，それ以

外は顕著な上昇はみられない．2019 年までの休暇・

行楽期については，北海道のような市区町村内移動

ユーザー率の低下は確認できない．2020 年には，4

月から 5 月にかけて市区町村内移動ユーザー率が上

昇しており，6 月以降は停滞気味ではあるものの，

 

図 6 大阪府における市区町村内移動ユーザー率の推移 

 

図 7 岡山県における市区町村内移動ユーザー率の推移 
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感染拡大前の 2020 年 1 月の水準にまでは低下して

いない． 

3.4．大阪府 

 大阪府では，北部を震源地とする大阪北部地震が

2018 年 6 月 18 日に発生しており，市区町村内移動

ユーザー率も若干の上昇が確認できる（図 6）．ただ

し，上昇のピークは翌日の 6 月 19 日であり，6 月 18

日～6 月 20 日にかけてやや高い状態が続いており，

北海道胆振東部地震時の北海道と同様の傾向が確認

できる．台風については，2018 年 9 月の台風第 21

号，台風第 24 号，2019 年 8 月の台風第 10 号，2019

年 10 月の令和元年東日本台風の際に，市区町村内

移動ユーザー率が大きく上昇している．一方，豪雨・

大雨については，2018 年 6 月～7 月の平成 30 年 7 月

豪雨時にやや上昇しているものの，それほど顕著で

はない．休暇・行楽期については，千葉県と同様に，

市区町村内移動ユーザー率が特に低くなる傾向は確

認できなかった．また，各年の 1 月 1 日前後には，

市区町村内移動ユーザー率が大きく上昇している．

COVID-19 の感染拡大以降は，千葉県と同様に，4 月

から 5 月にかけて大きく上昇し，6 月以降は以前の

水準にまで戻らない状態で停滞気味である． 

3.5．岡山県 

 岡山県では，台風については，2018 年 9 月の台風

第 21 号，台風第 24 号と，2019 年 8 月の台風第 10

号の際に市区町村内移動ユーザー率が大きく上昇し

ている（図 7）．また，2018 年 6 月～7 月の平成 30

年 7 月豪雨時には岡山県の倉敷市真備町で小田川が

氾濫するなど，大きな浸水被害が発生している．こ

の間も市区町村内移動ユーザー率は大きく上昇し，

台風時と同程度の値を示している．休暇・行楽期に

は，北海道と同様に総じて値が低下する傾向にあり，

観光や帰省などによって Twitter ユーザーの移動が

活発になるものと考えられる．COVID-19 の感染拡

大以降は，他の都道府県と同様に，4 月から 5 月に

かけて値が上昇したが，北海道と同様に，6 月以降

は例年に近い水準にまで低下してきている． 

 

４．まとめ 

 本研究では，位置情報付き Twitter データに基づく

Twitterユーザーの移動状況に関する時系列的なデー

タを作成し，大規模な自然災害や行楽期などとの対

応関係から，人々の移動状況に関する時系列データ

としての妥当性を検証した．Twitter ユーザーに関す

る市区町村内移動ユーザー率を算出し，特定の都道

府県における自然災害等の事象との対応関係を確認

した結果，以下のような点が明らかになった． 

 まず，自然災害との対応関係については，豪雨・

大雨ではそれほど明確ではないものの，台風と地震

に関しては，被害地域において市区町村内移動ユー

ザー率が大きく上昇するなど，明瞭な対応関係がみ

られた．暴風を中心とする台風の影響を受けて，外

出や移動が困難になることによって，市区町村内移

動ユーザー率が大きく上昇しているものと考えられ

る．また，このデータから読み取れる限りにおいて

は，台風についてはその当日が中心となるものの，

地震に関しては，地震発生日から数日間にわたって

人々の移動状況に一定の影響が生じるものと考えら

れる．豪雨・大雨の被害地域では，市区町村内移動

ユーザー率の上昇がみられた例もあるものの，必ず

しも明確ではなく，地域によって差が生じている．

少なくとも，豪雨や大雨のみでは，深刻な浸水被害

や土砂災害が生じない限り，人々の移動状況の大幅

な制約は生まれない可能性が考えられる． 

 次に，休暇・行楽期との対応関係については，主

に三大都市圏以外の地域で，休暇・行楽期に市区町

村内ユーザー率が一定程度低下することが確認され

た．大都市圏以外の地域では，大都市圏ほど市区町

村間の移動が活発ではないものの，休暇・行楽期に

観光や帰省などによって人々の移動が活発になるこ

とによって，市区町村内移動ユーザー率が低下する

ものと考えられる．一方で，大阪府では，1 月 1 日

に市区町村内移動ユーザー率が大きく上昇すること

が確認された．企業などが休業することによって通

勤による移動が減少するうえに，帰省先での滞在や

初詣などのために近隣での移動が中心となるためと

考えられる． 

 最後に，COVID-19 の感染拡大にともなう緊急事

態宣言下では，どの都道府県でも市区町村内移動ユ

ーザー率が大きく上昇してきたが，6 月以降は，大
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都市圏ではある程度高く，地方では緊急事態宣言前

の水準に近いところまで低下してきていることが確

認できた． 

 以上のような結果から，位置情報付き Twitter デー

タから求めた，市区町村内移動ユーザー率は，人々

の移動状況をおおむね反映しているものと考えるこ

とができ，移動状況を把握することができる時系列

データとして活用可能といえる．今後は，市区町村

内移動ユーザー率の大きな変化を検知する定量的な

指標の作成や分析手法の適用が必要と考えられる．

また，筆者が収集してきた 2012 年 2 月以降のデー

タが利用できることから，人々の移動状況を把握で

きる時系列データとして整備し，データを公開する

ことで，他の研究などでも活用できるものと考えら

れる． 
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